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研究者の処遇

社会経済生産性本部 福谷正信

1.問 題 の所在

 企業の人事処遇制度が改編されつっある。戦後

の経済発展の原動力の1つ であり，いわゆる “日

本的経営の特長” として海外か らも高い評価を得

てきた， 日本の雇用 ・処遇制度が，む しろ新 しい

時代の足枷 になってきている。長期継続雇用慣

行，年功序列型賃金，管理職一元昇進管理，新規

学卒一括採用などの人事諸制度や慣行は，成長の

鈍化，急速な高齢化，著 しい技術革新，グローバ

リゼーションの進展といった企業環境の構造変化

に直面 し，その合理性と納得性を失いっっある。

 本稿 は企業の人事評価 ・処遇に対する，研究者

の意見や希望を分析 し，戦略経営課題である創造

的な研究開発の推進を実現する環境整備の一環 と

して，人事制度の改革の方向を示唆するものであ

る。例えば，従前の日本企業の昇進構造 は，キャ

リアルー トをライン管理職に一元化 し，年齢 ・勤

続といった属人的要素を基準に昇進 ・昇格を運用

する方法であった。今日の高齢化 ・高学歴化，就

業構造のホワイ トカラー化などを背景に，管理職
一元昇進ルートを改め，複数キャリアルー トの一

環 として専門職制度の導入も試み られたが，変質

し，形骸化 して しまったり，制度の定着に至って

いない1》。

 これらの背景にはいくつかの要因を推測するこ

とができるが， ここでは研究者，技術者の人事管

理に関する内外の文献サーベイを踏まえ，研究所

訪問や研究管理者 ヒア リングおよび研究者アン

ケー ト調査(有 効回答者数965名)を 行い，その

結果を分析 し，課題を整理 し，研究者の人事 ・処

遇の在り方を考察するものである。

2.年 齢 と業績

 研究者の人事 ・処遇の考察する前提に，年齢と

専門能力の陳腐化問題を検討 しよう。本来的には

研究者はその専門能力を生涯にわたって駆使 し，

企業との雇用関係を結ぶ ことが理想である。 しか

しなが ら，研究者の専門能力に限界年齢があると

されている。研究者の専門能力すなわち創造的能

力は，一般的に流布されているように，30歳 代後

半あるいは40代 前半にピークに達 し，それ以降

は衰退するのであろうか。 もし，その傾向が認め

られるとすれば，その根拠は何か。

 1)主 な先行研究

 古 くはレーマ ン(1953)が ，人間の業績に及ぼ

す加齢の影響 を調査 し，その結果を明 らかにし

た。彼は一流の業績が科学者の30代 後期から40

代初期に顕在化されやす く，その後には下降する

という調査結果を呈示 した。また，抽象的な学科

(数学，理論物理学)で は相対的にピークが速 く，

経験に基づ く学科(地 質学，生物学)で はピーク

の時期が遅れることを見い出 した2)。

 その後，ペルッとアンドリュース(1966)が ，研

究者の業績 ピークを分析 し取 りまとあた。一流の

業績 は科学者の30代 後半か ら40代 初期に ピー

クに達 し，その後下降す る。研究部門の博士号取

得者は，その科学的貢献の平均が，40歳 代前半に

ピークに達 し，そのうち基礎研究部門はそれより

5年 程早 く，開発部門は5年 程遅いといった結論

を導き出 している3)。

 研究者の専門能力がいっまで持続的に発揮でき

るのか，企業にとっては人事政策上，非常に重要

なポイントである。経営者や研究管理者などの中

には，「システムエンジニア35歳 定年説」，「研究

者40歳 定年説」，「研究所平均年齢30歳 」といっ

た言葉が交わされている4)。

 2)研 究者の限界年齢

 今回の調査でも同様の問題意識か ら研究者アン

ケートを試みた。その結果約60%の 研究者が年

齢的限界を意識している。その年齢を 「個人差の

問題」 と30%の 回答者が指摘 しているが，大勢



は40歳 代に集中し， その前半層を第1位 に挙げ

ている(30%)。 回答者の年齢層でクロス分析 して

も概ね同様の結果を見ることができる(図1)。

 近年 の国 内の同種調 査 と比較 して みよ う。

1982年 ，技術経営会議が技術担当役員へのアン

ケー ト調査を分析 し得 られた 「分野別能力発揮曲

線(平 均)」 によると，能力発揮のピークは35～

45歳 の間にある。また研究開発 ・技術の分野 に

よって，能力発揮の ピークが異なり，持続性 も異

なっている。具体的には，新 しい情報処理分野が

最 も早 く能力発揮の ピークを迎える。その年齢

は，35～36歳 であり，その持続性 も短い5》。次 に

能力発揮のピークを迎える分野 は，研究分野，開

発設計分野であり，生産技術分野，営業技術分野，

技術管理分野の能力発揮の持続性は長い(図2)。

 工藤秀幸(1991)も 年齢と業績の間の相関関係

を分析 している。大学の研究者 は35～44歳 に

ピークに達 し，企業の技術者 も学会発表では40

～44歳 ，特許出願は35～44歳 で ピークになるこ

とを指摘 している6)。

 榊原清則(1995)は 日米 コンピューター企業の

技術者を対象に高齢化と専門能力の陳腐化問題を

分析 した。 これによると技術者としてもっとも脂

の乗るのは， 日本31.8歳 ，米国32 .5歳 であり，

管理者 として最善の仕事ができるのは，日本42.4

歳，米国38.9歳 という調査結果を示 している7)。

 労働大臣官房統計情報部(1984)に よると，技

術者の能力発揮の始期は25～34歳 の10年 間 と

評価 しているものが最 も多い。 これに対 し，終期

は，管理者の評価 と一般従業員 のそれとで は異

なっている。管理者 は能力発揮の終期を40～49

歳 とみているが，一般 従業員は50～54歳 と評価

し，60～64歳 で もまだ能力発揮が可能であると

回答 している。 この調査は，機械 ・電気 ・化学の

各技術者を管理職 と一般職に分 け，職業生活の中

で最 も能力を発揮する始期 と終期について，それ

ぞれが評価 したものである(図3)。

 社会経済生産性本部(旧 日本生産性本部)国

際比較調査(1990a，1990b，1991)も ，日本は6割

強の回答者が 「30歳代後半～40歳 代前半」 を研

究能力の限界年齢と意識 している。欧米先進3ヶ

国との比較調査では，イギリス， ドイツ，アメリ
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資料出所 技術経営会議 『人材委員会調査研究報
告書』(1982年)
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資料 出所

能力 に関 する調査報告』(1984年3月).

労働大臣官房統計情報部 『加齢と職業
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   図4 第一線で活躍 できる限界年齢

資料 出所 日本 生産 性本部 『英 国 の技 術者 ・日本

の技術 者』(1990年)， 同 『ドイッの技術者 ・日本

の技術 者』(1990年)， 同 『米国の技術者 ・日本の

技術者』(1991年)よ り作成.

カの技術者の8割 が 「年齢に無関係」と答えてい

ることと対比すると， 日本の特異性が顕著である

(図4)。 純粋に日本人の研究能力が欧米人 と比較

し，早熟で限界年齢があるとは言い難い。

 3)能 力限界と陳腐化

 以上のように，研究者の限界年齢意識は揺れて

いる。た しかに今日の技術は専門分化 し，高度化

し，その創造力が求め られても，対象技術の変化

が余 りに速 く，生涯を通 じて固有の専門能力を伸

ばし続けることは難 しいかもしれない。

 しかし，ここで留意すべき点がある。第1に ，

限界年齢はそれ以降，専門能力が低下するという

年齢ではなく，能力の伸長が難 しくなる年齢を示

していることである。 したが って，長年経験を積

んできた分野あるいは関連分野であれば，たとえ

限界年齢を過ぎた研究者であって も，その技術 ト

レンドや本質を見抜 くことが可能であり，第一線

で指揮を執 ったり，担ったりすることができるの

が現実であろう。

 第2は 前掲の生産性本部国際比較調査で指摘

されているように，能力限界を欧米では 「年齢に

関係なし，あくまで個人差」が大勢を占めている

表1 業績と処遇格差

    一.L笹与・ボ=竺1[
25-29 

_]67.8
30-34

35-39

40-44

45-49

50-54

69.6

77.2

85.1

昇進 ・昇格

60.3

71.6

55-59

77.7

77.1

94.2

92.4

69.8

67.3

77.2

61.6

 計78.467.8

注)賛 否 は賛成 か ら反 対 まで5段 階で評 価 されて

  いるが， 賛成 は2， やや賛成 は1， やや反対 は

  一1， 反対 は一2と い う配点 で集 計 した

ことや，本調査における 「年齢限界なし」42 .5%

の回答者の存在は大きく，年齢基準の昇進 ・昇格

構造を改める契機となる。高齢化が進行する日本

社会に，企業の人事政策の転換を促すことになろ

う。

 研究者個々人の資質や努力とともに，企業の人

材育成，活用方法およびその管理システムの転換

によって，専門能力の限界年齢意識が左右されよ

う。本調査でも72.3%が 「能力の限界年齢を意識

しないようにすべき」 という項 目に賛成 している

ことに注目すべきである。

3.報 酬と研究環境

 研究者の専門能力が果たしてどのように評価さ

れ，発揮 された能力が処遇やその他の報酬にどの

位反映されているのか。個人の受 け止め方と企業

の方針にギャップはあるのか。

 1)高 業績高処遇

 本調査によると，研究業績に応 じた給与やボー

ナスの格差拡大に対 する年代間の認識差をみ る

と，50歳 代を除 くと30歳 代後半層が業績の反映

を強 く求あている(表1)。 現行の給与や賞与に対

する研究者の不満 も本調査において30歳 代 に強

く表れている。

 50歳 代 はほとんど管理者 として部下 に対する
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厳格な評価を意識 した業績指向が推測される。30

歳代後半層 は自分の発揮能力の報酬への反映を主

張 している。学歴や役職の違 いによる同調査結果

の差はほとんどないが， どちらかというと，高学

歴者，管理職に格差拡大の意思が強い。

 昇進や昇格の格差拡大についても，多 くは研究

業績の反映を望んでいる。年代間の差異では，50

歳代前半 と30歳 代後半がより格差拡大を支持 し

ている(表1)。

 学歴や役職による差は少ないが，給与やボーナ

スと同様に，どちらかというと，高学歴者および

管理職の方が格差拡大に賛成 している。その理由

には給与やボーナスと同様の事情が窺える。

 一般的に年功序列制に対する勤労者の意識 も変

化 している。総理府(1992)に よると，年功序列制

を肯定す る者(54.8%〉 は否定す る者(32.5%)を

上回っているものの，その割合は低下 してきてい

る。とくに若年層 においてはその割合が5割 を下

回 っており，否定する者が多くなってきている。
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表2 給与 ・昇給の重視度ギ ャップ

          (B-A)会社(A) 本人(B)

          x100
1一 一

年

齢

20^一24
  -

25^一29
  一
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   一一一

 〇.79

1二99
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  36
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 博士課程
 

 0.87
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 0.95

0.89 一1
修士課程 1.05 10

学部卒業 0.73 1.08 35

職

位

部  長 1.09 1.26 17

 次  長
一 一

 一一 

0.65 1.12
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 課  長
一 一一『

 係  長

1.11 1.06 D5

0.83 0.97

『 一.一一一

  14

一  般 0.79 [一 1.09 30
「-『

注)標 記 項 目(給 与 ・昇給)の 優 先順 を第1位 は

  3， 第2位 は2， 第3位 は1， 第4位 以下 は0

  とい う評点 で集計 し，各対象 者層 の平均 値 を

  求めた

年齢別には概 して高齢層になるほど，肯定する者

が多い(図5)。 職種別には管理職，専門技術職は

他の職種 と比べて，肯定する者が比較的少ない。

また，賃金を年功序列中心の制度から個人の能力

を中心 とする制度に切 り換えることについては，

「好ましい傾向だと思 う」者がどの年齢層でも多

く， しかもその割合 は10年 前に比べ高まってい

る(図6)。 この傾向は労働組合の調査でも現れて

おり，今後の賃金決定を年功基準から仕事基準に

移行 していく方向を示唆 している8}。

 2)給 与およびボーナス

 今回の調査では，ボーナスや個人報償金 といっ

た臨時給与部分については，研究者は会社の報酬

政策に理解を示 しているが，給与や昇給といった

基本給部分にっいても業績主義の一層の重視を会
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表3 ボーナスや個人報償金の重視度ギ ャップ

年

齢

学

歴

20^一2410.27

.⊥ 社(A)本杢釧 臑

職

位

    一L・8・
25^一29

30^一34  1  0.89

35^39  1  0.92

40^44  1  1.17

45^49  1  0.85

5・=54
一彑 二・9

55^59 0.85

計     0.92

 0.91

 0.90

 0.97

 0si

 1.15

 1.07

 0.89

 0.86

0.91 64
  一

0.83 3

0.93
 -

0.83

一一
 4
  』」 

D9

0.90 X27

0.70 X15

0.7i L¥38

0.69

   一

〇16

0.85

0.65

一

 一一

△7
一一  『

p26

0.85 △5

0.96
一 一

    

△1

0.62 019

0.65

   一 

X50

0.89
一

  一一皿 

X18
一… 一一

D70.82

0.92 6

注)標 記項 目(ボ ーナ ス ・個人 報償 金)の 優先 順

  を第1位 は3， 第2位 は2， 第3位 は1， 第4

  位 以下 は0と い う評 点で集 計 し，各 対象者 層

  の平均値 を求 めた

社に求あている。研究者は業績に リンクした賃金

制度を希望 している(表2，3)。 先の生産性本部調

査で も，「給与やボーナス」といった直接的報酬に

対する研究者の不満が大きく，評価 。処遇制度改

善への欲求が強い。仕事上の貢献に対する評価と

して，今後重視 してほしい項目に，給与とボーナ

スがより強調されている。その結果は 「研究の自

由」 と双璧である。同国際比較調査でも日本のみ

が， この2項 目について際立 っている(図7)。

 年代問の違いについては，基本給部分 は40歳

代層を除 く各年代層が今後，業績評価をより重視

すべきとの意見が強い。一方，基本給部分 と異な

り，ボーナス部分 は20歳 代および30歳 代前半

層が若干重視の方向を指摘 しているが，30歳 代

後半以降は現行の業績と報酬との関係に不満は少

な く， とくに重視の希望を強調 していない。

 学歴間の違いは，ボーナス部分には少な く，ほ

とんど業績が重視されている。一方，基本給部分

は一層の業績重視を希望 し，特に学部卒業者の希

望が強い。

 職位による違いは，課長層を除き各職位 とも本

給部分について今後一層の重視を望んでいる。 と

くに次長層に強 くあらわれている。ボーナス部分

は一般層を除き，業績が重視されていると受け止

められている。

 しか しなが ら，社会経済生産性本部が企業の人

事労務担当部長に管理職層の賃金支払い基準を尋

ねたところ，第1位 は潜在的なものを含む 「職務

遂行能力」，第2位 は 「学歴，勤続，年齢といった

属人的要素」であり，そのっぎに 「実績の評価結

果」である業績を選択 している。因みにそのっぎ

は 「役職位等の役割」で最 も低か った(図8)。 一

般的には管理職 といえども，多 くの企業では業績

給 となっていない。 もちろん能力 は，短期的には

内外の環境条件によって業績 と一致 しない場合 も

あるが，長期的にみた場合，業績は能力水準に収

束すると考えられる9)。

 企業 の人事担当部門 は未だ業績 による賃金よ

り，年功による処遇を重視 しているが，本調査や

総理府調査においては，個人の意識として，賃金

を 「年功序列中心」か ら 「個人能力中心」に移行

することを求あている(図6)。

 3)そ の他表彰制度やテーマ設定の自由度

 会社に対する研究者の仕事上の貢献に対する報

酬 として，昇進 ・昇格や給与 ・ボーナス以外の項

目を検討 してみよう。企業が重視 している 「社内

の賞」は，研究者本人にはそれ程歓迎されていな

い。社内表彰は会社と個人の認識がとりわけ離れ

ている。学歴や職位をクロスさせても，一貫 して

認識差は大きい(表4)。

 反対に研究者が重視を希望 している 「研究テー

マの設定や進あ方での自由度の増大」について

は，企業側が ほとん ど関心 を示 していない(表

5)。先行調査研究でも仕事上の貢献に対する評価

項目について，会社 と個人のギャップを分析 して

いる。共通 していることは，表彰制度については

企業が重視 しているほど，研究者や技術者は期待
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給与 やボーナス
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図7 報酬構造の改善要求(「あるべき報酬」マイナス 「現行」)

        資料出所 図4と 同様

   その他

   2.3

 役 割

(役職位 等)

 9.6

業績

(実績の評価結果)

  18.1

能力(潜 在的 な
ものを含 む職務

遂行能力)

 43.5

も人事処遇の主要なテーマであるが，それととも

に，テーマ設定の自由度，裁量労働や在宅勤務と

いった研究活動の自由裁量，留学等の学習機会の

提供 といった直接的な報酬ではないものも合わせ

て，研究者の処遇 と考えなければなるまい。 これ

らの施策を通 じ，研究者へのインセンティブを促

進することになろう。

4.小 括 と含 意

素

続

要

勤

ー

%

的

，等

'
9

人

歴

齢

24

属

学

年

 図8 管理職の賃金はどの色彩が最も濃いか
資料出所 社会経済生産性本部 『管理職の賃金制
度に関する調査報告書』(1995年3月)

していないという結果である。既述のように研究

テーマの自由度についても，個人は今後重視する

が企業 はそれ程重視 していないことが確認 でき

た10)。

 報酬のうち給与やボーナスは，研究者にとって

 以上の調査分析か ら， これか らの賃金制度を年

功か ら業績へ，管理職昇進一元管理か ら高度専門

職を加えた複線型昇進管理へ，集団 ・画一的雇用

形態か ら個人 ・多様な就労条件の選択へ といった

ことが，組織 ・人事制度改革：の基本的方向と受け

止めることができる。

 第1は これまで，日本企業は従業員をできるか

ぎり，同一集団ととらえ，画一主義(い わば内部

労働市場の単一化)と 平等主義(い わば年功賃

金 ・年功昇進)で 処遇 してきたが，これか らの人

事処遇は技術の高度化にともなう専門職の不足，

あるいは管理職ポス トの不足や中高年ホワイ トカ

ラーの余剰などといった状況下で，管理的業務に
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表4 社内の賞の重：視度ギ ャップ

年

齢
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十
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注)標 記項 目 (社内の賞)の 優先順を第1位 は3，

  第2位 は2， 第3位 は1， 第4位 以 下 は0と

  い う評 点 で集計 し，各 対象 者層 の平均値 を求
  めた

っくのか，専門的業務にっ くのかを選択する複線

型昇進が主流になっていくことである11)。

 第2は “平等の公平”から “格差の公正”への

転換であり，年齢 ・勤続といった賃金決定基準か

ら業績や仕事の成果といった基準に報酬政策の重

点を改めることである。多 くの企業で採用されて

いる職能資格制度が能力開発主義を標榜 し，潜在

能力をACIた 能力を評価 し，格付けする(該 当す

る仕事に就いていなくても)曖 昧性から年功制に

陥って しまう，という事情は避けられない。今後

は例えば研究者を含あホワイ トカラーは，入社

10年 間位を職能資格制度に従い，それ以降は業

績給に移行する2段 階賃金構造を採用 し，賃金制

度の “公平性” と “公正性”の双方を確保すると

いった制度設計 も1つ の工夫であろう。

 第3は 表彰制度 や研究テーマ設定 の自由度で

表5 研究 の自由度 の重視度 ギ ャップ

年

齢

20^一24

25^29

30^34

35^一39

40-v44
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学
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計
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注)標 記 項 目(研 究 の 自由度)の 優 先順 を第1位

  は3， 第2位 は2， 第3位 は1， 第4位 以 下は

 0と い う評 点 で集 計 し，各 対象 層 の平均 値 を

 求め た

ある。表彰制度は企業側の片思いの感が拭えない

が，仕事や業績の評価は，賃金や昇進で第一義的

には処遇 しているわけであり，名誉としての色彩

が強いのであろう。名誉はそれに裏打ちされた権

威と尊敬が確保されてなくてはならない。たとえ

ば研究フェローという専門職制度の定着 も予算執

行権や自由裁量権の留保にかかっていることを想

起する必要がある。

 次 は研究テーマの設定や進 め方の自由度であ

る。著 しい技術革新に晒 されている日本企業が，

とくに研究テーマの設定に研究者の自由度が得 ら

れないことは，気掛か りである。研究者の単なる

好き嫌いを会社が認あないと言 うことで片付けら

れない。生産性本部国際比較調査12)でも， 日本企

業の研究テーマ設定が直属の上司によるところが

多 く，個人の意思が反映されにくい結果 も得 られ



ている。それに比べ，欧米企業は研究所長か研究

者個人による決定が多いという結果が出ている。

日本企業が今後，未踏分野の技術 ・事業開拓を余

儀な くされる以上，研究者のモチベーション向上

の視点か らも，研究テーマへの参画と合意が前提

であり，研究者個人のテーマ設定の自由度を間接

的ではあるが，研究者のインセ ンティブに繋げる

ことの意義は大きい。

 通常人事制度の改編 ・定着には，拙速を避けな

くてはならないが，企業環境の変化か ら，一刻の

猶予 も許 されないことも事実であろう.

注

1)専 門職制度 の導入 は，佐 藤博樹 『ゆ とりと働 きが

  い』(1995年 ， 日本労働研究機構)に よ ると，

  1970年 代 半 ば以 降 の導 入 を第1世 代 と し，90

  年 代 を第2世 代 と位 置付 け，第2世 代 は第1世

  代 が管理職 に昇進 で きない ホ ワイ トカ ラーのた

  めの第2の 昇進 ル ー トにな って しま ったの に比

  べ， 日本 の構 造的 な問題 に直面 し， ホワ イ トカ

  ラーの職 業問題 の深刻 さに対 応を迫 られてい る，

  と指摘 している.

2)D.ペ ルッ，F.ア ン ドリュース(1971)が ， レーマ

  ンの集計結果 を詳解 し，とくに科学者 の年齢 と研

  究業績 や創造性 に関する画期 的な分析 であ り，参

  考 になる.

3)前 出注2資 料 に同 じで あるが，政府，大学，民 間

  の研 究機 関 に従事 す る研 究者 を対 象 に同様 の分

  析 を している.

4)研 究所訪 問や研究担 当役職者 ヒア リングの際，研

  究担当 の責任者 か らの発言 であ り，文書 として明

  記 され てはいないが，これまでの通例 であ った.

  しか し，研究所 の規模縮小 あるいは若手研究者 の

  確保 が困難 になれば，改 めな ければ な らな くな

  る.

5)科 学 技 術 と経 済 の会(1982)に 詳 細 の分 析 が あ

  る.

6)工 藤秀 幸(1991)が 大学 と国公立研究機 関の研究

  者 を対象 に検証 している.

7)榊 原清則(1995)は ， 限定職種で はあ るが， 日本

  と米国の比較検討が注 目で きる.

8)連 合総合生活開発研究所 『90年 代 の賃金』(1992

  年11月)に は， これか らの賃金金決定や賃金制

  度 につ いて斬新 な見解が示 されて いる.

9)社 会経済生産性本部 『管理職 の賃金制度 に関す る

  調査報 告書』(1995年3月)に 詳 しい分析 が あ

  り，参考 にな る.

10)社 会 経 済 生 産 性 本 部(旧 日本 生 産 性 本 部)

  (1989)に 詳 しい分析 があ り，参考 になる.

11)ホ ワイ トカラーの処遇の在 り方 につ いて は，多 く

  の分析 と対応策が公 にな って いるが，職務意識や
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  業 績 報 酬 に対 す る認 識 が 曖 昧 な 日本 企 業 で は，解

  決 の 方 向 は定 か で は な い.

12)こ の 結 果 はThe International Research Group

  on R&DManagement(1995)に ま と め られ て

  お り， 私 も共 同 研 究 者 の1人 と して 参 画 した.
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